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企業における 「自己啓発援助制度」の成立
増 田 泰 子
【要 旨】
「自己啓発」 を企業 内教 育制度の一環 として援助する 「自己啓発援助制度」は、多 くの企業で重
要視 されている。「自己啓発」 は、50年代 から企業の経営者に対 して、70年代 頃までは管理者や監督
者 と銀行員 に対 して、80年代以降になって特 に対象 を限定せず に使 われるようになって きた。この
言葉は どの ようにして企業内で用い られるようになってきたのか、 そ してなぜ重要視 されているの
だろうか。
製造業 と銀行業の社史 を用い、企業内教育制度の体系化の過程 を比較 した ところ、製造業のOff-
JTは管理者 に行なわれているの に対 して、銀行 でのOff-JTは管理者 と中堅社員に行 なわれる ことが
明 らかになった。銀行業でのOff-JTは、中堅社員全員 を対象 とした ものではな く、Off-JTを受けるこ
とがで きる者 とで きない者 がい る。 同時に銀行 では、60年代 から 「自己啓発」 を重視 していた。 こ
のことか ら、中堅社員の中でOff-JTを受け られなかった社員が必要な知識 を獲得す るために 「自己
啓発」が推進 された、 と言える。製造業で 「自己啓発」が取 り上げ られるようになったのは70年代
以降のことである。これは銀行 と異な り、OJTで必要な技能 を獲得 できたためであろう。
ホワイ トカラーの増加 に伴い、Off-JTを受けることので きない層 が増加 し、業種 を問わずに 「自
己啓発」が重視 されるようになって きた もの と思われる。
1.問題の設定
本稿が扱うのは、企業 において企業内教育制度の一環 として実施 されている 「自己啓発援
助制度」である。
「自己啓発」 とい う言葉 は企業内教育の場でのみ使われているわけではない。 もともと
「啓発」 という言葉は新たな知識を得、理解 を深めることを意味す る。「啓蒙」 と似た意味を
持つが、主に人権問題 に関する知識を広 める活動に使 われて きた。「啓発」 に 「自己」が結
びついた 「自己啓発」は、単 に自分で自分の知識を深め、目を開かせ ることであるから、職
業能力開発のための活動 とは限らないのである。たとえば東京都 中野区勤労者サービスセン
ターが実施 した 「勤労者の自己啓発 に関するアンケー ト調査」(1996)では、「自己啓発」 を
「自分の人生を楽 しく豊かなものにす るため、自ら進 んで行 う学習やスポーツ、文化活動」
と定義づ けている。
だが、 どのような活動で も企業の 「自己啓発援助制度」 における援助の対象 となるのでは
ない。「自己啓発」 をどの程度行っているのか を従業員 に尋ねた労働省 の 「民間教育訓練実
態調査」(1994)で用意 されていた選択肢 は 「会社の主催する勉強会」「会社 とは無関係 な勉
強会」「公共職業能力開発施設」「民間教育訓練機関の講座」「専門学校等の講座」「大学等の
講座」「通信教育講座」「テレビ ・ラジオ ・専門書」「その他」 となってお り、中野区の調査
よりも限定 されたものになっている。中野区の調査では勤労者 自身が自分 を高める活動を広
く捉 えているのに対 して、労働省の調査 では、「自己啓発」 を職業能力開発 に関するものに
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限定 しているのである。
企業の側が制度 として用意する 「自己啓発援助制度」の内容には、企業 によって多少の違
いがあるものの、ある程度の共通点 を見出すことができる。それは前述の労働省の 「民間教
育訓練実態調査」 と同様、職業能力開発 に関わる部分に限定 されている。 日本HR協会 「自
己啓発援助制度マニュアル」(1982)で紹介されている企業 における 「自己啓発援助制度」を
見 ると、共通 して実施されているのは 「通信教育講座の斡旋」「国内あるいは海外の大学 ・
大学院への通学支援」「推薦図書の紹介」 「社内での勉強会への費用の援助」 となっている。
日本経営者団体連盟 と日本産業訓練協会 による 「産業訓練実態調査」(1985年)では 「推薦図
書 リス トの配布」「社外 コース、講座の紹介」「自発的研修の経費援助」「公的資格取得援助」
「専門知識等の情報提供」「自己申告 による面接指導」「自由参加講座開設」「社内発表会 ・コ
ンクール」「自主研究会援助」が選択項 目となっている。どのような制度が より多 くの企業
で実施 されているか ということについては、調査の時期や対象 によって多少の差 はあるが、
「自発的研修の経費援助」や 「公的資格取得援助」 などの実施率が高 くなる傾向にある(表1)。
これ らの援助の内容を大 きく分けると 「機会の提供」「費用や時間の援助」の2つが挙げられ
る。「機会の提供」は、図書や通信教育、セミナーなどの紹介 といった手段 を通 じて行 われ
る。「費用や時間の援助」では通信教育 などの受講費用 を企業が負担 した り、公的資格の取
得 を奨励するために手当を支給 した りする。最近では教育訓練のための有給休暇制度 も含 ま
れるようになってきている。
表1 「自己啓発援助制度」の内容 と実施率(%)
援助制度あり 63.4 100.0
社内でのセミナー等(外 国語教育 も含む〉の開催 32.3
社外のセミナー等への参加費用等の援助 70.1
通信教育の受講料の補助 37.8
公的資格取得援助* 68.9
カルチャースクールなどの受講に伴う援助 5.1
各種教育ビデオ、カセットの貸出し 19.6
専門図書、雑誌などの購入費の補助、図書の購入斡旋 37.9
自己啓発機会についての情報提供' 32.1
援助制度なし 36.6
*「公的資格取得のための受験 ・講習会の費用補助、公的資格取得者に奨励金を支給」
労働省政策調査部 「労働者福祉施設 ・制度等調査」Q996)より作成
「自己啓発」は本来、職業能力 と一致するものではなく、単に自分を高める活動 といった
意味である。 しか し 「自己啓発」 によって、OJTやOff-JTといった企業が行 なう訓練だけで
は満 たす ことのできない個人の職業能力への要求を満たして欲 しいという暗黙の期待が、企
業 に 「自己啓発」 を重視 させ、同時にその意味 を限定 させ るのである。従って本稿 では
「OJTとOff-JTでは間に合わない部分 を埋 め合わせるように、企業が従業員 に対 して期待 して
いる学習活動」を 「自己啓発」 として扱 う。
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企業内教育 に関す る研究の中で、「自己啓発」 について取 り上 げた ものはほ とん どない。
事例の中での 「自己啓発が教育の基本」 というような記述や、今後の 「自己啓発」の重要性
を強調 したものはあるが(注D、なぜこのような概念が取 り入れられてきたのかや、どういっ
た層 に対す る 「自己啓発」が されて きたのか とい った視点か らの研究はされてこなかった。
労働経済学 を中心 とした技能形成の研究に見 られるように、企業における職業能力の開発 は
OJTを中心 とし、その補完 としてOff-JTが必要であるという見方が主流で、訓練 としてとら
えきれない部分については論 じられてこなかった。 しか しその一方で、各企業の教育体系図
や教育方針などの事例 に 「自己啓発」 という言葉が登場することは、決 して珍 しいことでは
ない。た とえば中央職業能力開発協会の 「三次産業の人材育成システム」で事例 として紹介
される企業12社の うち11社が 「自己啓発」 を教育の中心に据 えている、あるいは 「自己啓発
援助制度」 を設けているとしている。「自己啓発」は、OJTやOff-JTの形で企業から 「与えら
れる」教育では不十分な知識や技能 を獲得する手段 として、あるいは、企業内で実施 される
教育からよ り積極的に知識や技能を獲得するための意欲をかきたてる方法 として、重要視 さ
れているのである。多 くの場合、「自己啓発援助制度」の対象者 は特に限定 されてはいない。
しか し 「自己啓発」は、 日本における企業内教育制度には じめから組み込まれていたわけ
ではない。50年代や60年代 に書かれた企業内教育制度 に関する文献 に、「自己啓発」あるい
はそれに類するような、従業員が自らの意志で学習しようとすることに注 目した記述は見 ら
れない。 また、その ような学習活動 を援 助する制度への言及 もない。(倉内 ・宮地 ・中
村,1960、白木,1959など)。
それでは 「自己啓発」 は、いつ、 どの ような背景のもとに重視 されるようになって きたの
だろうか。そして 「自己啓発援助制度」 として企業が一定の費用を負担す るような制度はな
ぜ普及 してきたのだろうか。
2.「自己啓発援助制度」の歴史
50年代前半、MTP(注2)と呼ばれる管理者教育プログラムがアメリカから導入 された。 この
中に 「育成 と啓発」 という項 目がある。 ここでの 「啓発」は、管理者が部下を啓発するとい
う意味で用いられていたが、やがて、管理者が 自分自身で知識を獲得 し、理解を深めるとい
う点が強調 されるようになる。1958年、経済同友会は 「経営者啓発 についての所見」 として、
経営者の 自己啓発 と後継者の養成の普遍化を強調 した。 この頃か ら、経営者や管理者、スタ
ッフ層が 自己啓発することが重要であるとされるようになってきた。 日本経営者団体連盟 ・
日本産業訓練協会(1971)は、昭和30年代の管理者教育を振 り返 り、管理者の自己啓発が強 く
要請されるようになって きた と述べる(p365)。また、ダイヤモ ンド社編の 「産業訓練ハン ド
ブ ック」(1964)はこの ように 「自己啓発」 を強調す る。「一般的傾向 と』して企業では、年功
序列昇進の考え方をだんだんに脱皮 して、実力中心、能力本意のや り方を徐々にとらざるを
えなくなってきている。 どのため、組織のなかの人は、学歴や年功の うえにあ ぐらをかいて
いたり、大過なくやればそれで よいのだというような、安易で現状維持的なことは許されな
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くなってきている。したがって自分の能力や才能を、最 も効果的に、最高度に発揮するよう
に工夫 し、みずか ら努力することが、最近いわれている自己啓発 であ り、 自己開発であ る。
人間は、自分でみずからを発展 させていかなければならないのである」(p730)だが事例の
中で 「自己啓発」が登場するのは、経営者 と販売員(トヨタ自動車のセールスマネージャー)、
そ して銀行(広島相互銀行)に限られてい る。 この段 階ではまだ、「自己啓発」 を中心 とした
企業内教育体系や全社的な援助制度は普及 しておらず、一部の層 を対象 としていたに過 ぎな
かった(なお、企業内教育体系の整備がいつなされたのか とい う点は、3であらためて論 じ
る)。
企業内教育に関する実態調査の中で 「自己啓発援助制度」 を尋ねるようになるのは1970年
になってか らである。 日本産業訓練協会は企業内教育 について1970年か ら5年ごとに実態調
査 を行 なっているが、70年に既に 「自己啓発促進援助活動」 について尋ねている。 これは
「推せ ん図書 リス トの作成 ・配布」「自己啓発用教材の配布」 「社外 コース講座の紹介 ・あっ
せん」「社内自由参加講座の開催」「自発的研修 グループに対するサービス提供」「個人の自
発的研修 に対する経費援助」「社内発表会コンクールの開催」「自己申告による指導員面接」
「その他」「いずれもやっていない」の中から複数回答で実施 しているものを選ぶ ものである。
全体を見 ると 「社外 コース講座のあっせん」が61.8%、ついで 「教材の配布」が45.1%、「推
薦図書 リス ト」が33.3%となっている。この3項目とも、金融 ・保険業では70%以上の企業が
実施 してお り、他産業に比べて高い。
次に、これまでに 「自己啓発」 という言葉を題名に含む書籍が どの程度出版 されてきたの
か、そしてそれらの書籍が どのような読者を想定 しているのかを見 る(注3)。60年代か ら70年
代 に限って見た場合、想定読者 は大 きく2つに分け られる。管理者 ・監督者 と銀行員である。
したが って、この当時 「自己啓発」 をす るべ きだと考えられていたのは、 この2つの層であ
ったと考え られる。
その後、「自己啓発」はそれ以外の層 をも対象 とするようになっていく。1993年の 「民 間
教育訓練実態調査」では、やはり金融業で援助措置を取 る企業の割合が多いが、その他の産
業で も実施率は増えている(表2)。全体 として60%から70%の企業がなんらかの 「自己啓発援
助制度」 を持ってお り、これは、他の調査で もさほど変わらない(1996年の 「労働者福祉施
表2自 己啓発援助制度を実施している企業の割合の推移(%)
81年82年90年93年
合計 44.950.154.866.7
建設業 46.167.273.187.1
製造業 48.048.047.866.1
卸売 ・小売業 56.345554.465.9
金融 ・保険、不動産業 一 一76 。778.6
運輸 ・通信業 31.650.447.451.6
サービス業 4LO47.457.664.2
労働 省 「民 間教 育訓練 実態調査 報告書」(昭 和56、57年、平 成2、5年)よ り作 成
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設 ・制度等調査」(労働省政策調査部)では63.4%)。企業の教育体系図 を見ても、産業を問わ
ず 「自己啓発」への言及が見 られる。書籍の題名 も、80年代以降は、対象者が題名か らは推
測で きない ものが多 くな り、中には青少年の人格形成に関連させた ものもある。また、自己
啓発のための通信教育ガイ ドのようなシリーズ も登場す る。特定の職業 を対象 とした もので
は、教員や公務員、営業職などがある。 また、管理職や銀行員 を対象 にした ものは引 き続 き
発行されている。
90年代半ばに、労働省が 「自己啓発」 に関心を持つようになる。前述のように 「民間教育
訓練実態調査」 に 「自己啓発」 に関する質問項目が取 り入れ られ、それらの結果 を踏まえて
「平成七年労働白書」では、 どのような支援が行われているのかを取 り上げた。また、中央
職業能力開発審議会からは1997年11月に 「自発的な職業能力開発 を行 う労働者に対する費用
面における支援制度について」 という報告書が提出 された。 また、 日本労働研究機構では
「個人主導型の職業能力 開発 のあ り方 に関する総合的研 究」 プロジェク トが進行 中であ る。
労働省 を中心 とした 「個人主導型の職業能力開発」は、それぞれのキャリア設計 に応 じた職
業能力の開発 を支援するものであり、特定の職位や産業 を対象 にしているものではない。
管理者 ・監督者については前述の ように、50年代か ら 「自己啓発」の重要性が指摘 されて
いた。 しか し、銀行員 を対象 とした 「自己啓発」が同 じ時期 に登場 したのはなぜ だろうか。
この2つの 「自己啓発」は同じものなのだろうか。さらに、かつて管理者や銀行員に対 して
求め られていた 「自己啓発」が、あ らゆる従業員 に求められるようになってきたのはなぜ だ
ろうか。
これらの問題 を検討す るためには、企業内教育制度の成立過程 を見てい くことが必要であ
る。
3.企業内教育制度の体系化
3-1.社史に見る企業内教育制度
「自己啓発」 が、管理者 ・監督者及び銀行員 という特定の層 に対 して重要であるとされ、
やがてそれ らが 「自己啓発援助制度」の形で広が って きたことを、2で示 した。「自己啓発援
助制度」が導入 される背景 を論 じるために、「自己啓発援助制度」 を含 む企業内教育制度が、
企業の中でどの ように成立 してきたのかを示す。
企業内教育制度は、個 々の企業によって異なる制度であるため、既 にで きあがった体系 を
もとに比較す ることは難 しい。また、時期による制度の変遷 を無視 して しまうと、たとえば
同じように見える制度の導入の過程が産業によって異なっていたとしても、違いが見えなく
なってしまう。
企業内教育制度は、最初から体系化 されているわけではない。はじめは一部の従業員を対
象 とした教育が必要 に応 じて行なわれる。この教育は社内で独 自に考 え出された ものである
場合 もあれば、社外の機関による定型訓練である場合 もある。様 々な教育が継続 して行 なわ
れるようになってきてか ら、どのような層に何 を目的として どんな教育をするのか というこ
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とを明文化 した教育体系がつ くられる。この体系化の過程は個々の企業 によって異なるが、
同 じ産業であればある程度類似 したパターンを描 き出す。そこで 「社史」 を用いて個々の企
業における成立過程 を読み取 り、産業 ごとの特徴を比較することにする。
社史 とは、企業がその会社の沿革を記述 し、出版 したものである。十周年、百周年 といっ
た記念に刊行されることが多いが、中には解散 した り合併 したりした企業が、解散 に至るま
での過程を記録 した ものもある。その多 くは非売品であるが、経営史研究で用いられること
が多 く、各地の図書館 に所蔵された社史を、 日本経営史研究所が目録 にしている(日本経営
史研究所,1996)。
社史の様式は、企業によってさまざまではあるが、以下の3種類に大別で きる。
(1)創業者や経営陣の評伝
企業の発展 に関わった人物に焦点を当てたもの。比較的規模が小 さく、創業者の影響力の
強い企業に多 く見 られる。年表 も創業者の生誕から記述 されるものが多い。特定の人物がい
かにして独創的な発想に至ったのか、あるいはどのようにして難局 をくぐり抜けたのかとい
う劇的な記述は多いものの、本論文の目的である制度の体系化の過程 については、記述 され
ていないことが多い。
(2)製品の歴史
企業が生産 してきたものを年代別に紹介 したもの。製造業にしば しば見 られるが、サービ
ス業の中でも新聞やテレビ局、ホテルなどには主要なサービスの歴史を社史 として記述する
例が見 られる。 この場合 も制度や従業員の処遇について触れ られることは少ない。
(3)企業の経営史
産業の時代背景を含めて、企業がその背景の中で どのように経営方針 を取って きたとかを
記録 したもの。大まかな年代ごとに区切 って生産や経営方針、福利厚生などの項 目ごとに記
述するもの もある。大企業や、何度 も社史を刊行 している企業に多 く、時代背景の事実関係
を確認するために経営史学の研究者に監修を依頼している場合 もある。年代ごとにどのよう
な制度が実施 されていたのかが比較的詳細に記述 されてお り、また、年表の記述 も詳 しい。
本稿で資料 として用いたのは、主 にこの ような様式の社史である。
ほとんどの社史には年表がついており、どのような制度 をいつ導入 したのかがわかるよう
になっている。企業内教育については、年表にのみ個別の制度の導入が書かれている場合 も
あれば、本文で項 目を設けて記述 してある場合 もある。 また、ほとんど記述のない場合や、
記述はあっても現在教育 を行なっている、 というようなもので、いつ どんな制度 を導入 した
のかが不明な場合 もある。今回利用 したのは、社史の本文お よび年表における企業内教育に
関する記述、特に導入の時期や経緯が読み取れるものである。
資料 として用いた社史は、 日本経営史研究所の目録 において 「輸送用機器製造業」、「繊
維 ・繊維製品製造業」、「銀行 ・相互銀行業」に分類されてい るものに限定 した。これらの産
業は、社史における企業内教育 に関する記述が比較的多 く、 また、戦前 に設立 された企業が
多い。そのため、戦後の企業内教育制度の移 り変わ りをはっきりと観察することが もっとも
可能な産業である。また、銀行業は銀行員の 「自己啓発」の状況を観察するために、特に重
点を置いている。
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これらの産業の社史を可能な限 り収集 し、本文及 び年表の企業内教育制度 に関する記述 を
抜 き出 した上で、産業 ごとに見 られる大まかな流れを把握 した。利用 した社史は、「輸送用
機器製造業」33社、「繊維 ・繊維製品製造業」30社、「銀行 ・相互銀行業」44社の ものである。
規模の違いは問わず、小規模 な企業 も対象 としているが、長期にわたる社史を刊行 し、かつ
制度 に関 して詳 しく記述 されてい る企業の社史が結果 として利用で きるものであったため、
比較的大企業が多 くなっている。なお、利用 した社史の一覧は、付録 として末尾に掲載す る。
3・2.企業内教育制度の成立過程と産業比較
社史の検討を通 じて得 られた、企業内教育の体系化の過程 は、以下のように概観できる。
企業内教育はまず、企業の中で人数が多 く、基幹労働力 となる層 を対象に始め られた。輸
送用機器製造業 における中卒男子技能工や、繊維 ・繊維製品製造業 における女子工員などが
これにあたる。それは社内で職務に必要な技能を修得 させるようなものであったが、対象 と
なる層の学歴が低い場合は、学校教育 を補完するような一般教養を含む教育が行 われた。こ
の制度、技能修得のための基礎知識 を与えるためであるが、一部には高卒学歴相当の資格を
得 られるという宣伝によって採用と定着 を容易 にするとい う意図 もある。いずれにせ よ、学
校教育 に変わる教育は、学校教育 と類似の形式 を取 っていき、企業内学校が さらに認可を受
けて学校 として運営されるようになってい く。しか し、高卒以上の学歴取得者 を採用 してい
た銀行は、このような学歴の補完を行なう必要はなかった。そのため、企業内学校のような
制度は作 られず、技能競技会のように成果を披露す るような形での技能形成 を促進するにと
どまった。
定型訓練は、社内教育 とは異 なる層 を対象に して導入された。その中心 となったのは管理
者、監督者である。 また、銀行の職能別教育のように専門的である程度体系だった知識の修
得にも、外部の教育機関が利用 される。
このふたつの方向での教育がある程度実施 されてい くうちに、教育の対象 となっていなか
った層 をも含めた全社の教育の体系化がなされてい くのである。事例 としてしばしば示 され
る企業内教育体系図は、このようにしてできあがった結果 と言える。
次に、産業 ごとに比較 してみると、銀行業 と製造業の違いが目立つ。製造業では低学歴の
技能工 に対 して補習教育や教養教育 を兼ねた技能訓練 を実施 してお り、一部では学校教育を
企業に導入 している。これに対 して銀行業では、学校教育の補完 となるような教育は実施さ
れていない。技能に関するもの も、教育 というよりは実務競技会のような形で実施 されてい
る。教育に関 して使われている用語 も、製造業 と銀行業とでは異なる。製造業では 「訓練」
「教育」 といった言葉が主に用い られているのに対 し、銀行業では一般に 「研修」 という言
葉が用いられる。
定型訓練の導入に関 しても、両者は大 きく異なる様相を呈 している。製造業における定型
訓練は部課長の ような管理者、工場の職長や班長 といった監督者への ものに限 られてお り、
MTPやTWI(注4>が導入 されている。銀行業の場合は、支店長への管理者教育は確かに行なわ
れているが、 それはJST(注5>や全 国地方銀行協会 の 「支店長講座」 の ようなものであ り、
MTPやTWIは導入 されていない。
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しか しそれ以上 に製造業 と銀行業が異なっているのは、入社後10年程度の中堅社員に対す
る定型訓練の導入である。製造業では新入社員や技能工、あるいは管理者ではない中堅社員
に対する教育の実施は遅 く、体系が制定 される時期 に導入 された場合 も多い。一方で銀行業
は、51年に全国地方銀行協会で 「銀行講座」が開設 され、50年代後半には専門分化 した中堅
社員対象の職能別研修へ と拡大 していった。37年からは通信講座 も始まり、社外での研修が
一般的 となっている。
さらに 「自己啓発」に言及 している企業の数、及び言及した時期が、銀行業 と製造業 とで
は異 なっている。銀行業では44社中14社が 「自己啓発」を重視 した り、「自己啓発援助制度」
にあたるような制度や活動(通信講座の斡旋や受講費用の援助、推薦図書 リス トの作成、マ
ニュアルの作成)を 行なった りしている。これに対 して製造業で 「自己啓発」または 「自己
啓発援助制度」 に含 まれる援助制度 に言及 している企業は、繊維製造業では30社中2社、輸
送用機器製造業では33社中6社であった。製造業では 「自己啓発」 をいつか ら重視 したのか
ということにはあまり触れられず、触れ られている場合で も銀行業に比べると遅い(表3)。
表3社 史における 「自己啓発」あるいは援助制度についての記述
産業 企 業 発行年 開始年 内 容
輸送 三菱重工高砂製作所
三菱重工神戸造船所
プレス工業
いすf自動車
川崎重工業
三井造船
1990
1981
1975
1988
1997
1993
1969
玉973
1973
1986
?
?
次 ・.課長/係 長 ・主任研修で自己啓発推進
自己啓発目的の語学研修
自己啓発を重視 した階層別教育
能力開発休暇制度
OJT、自己啓発、ローテーションによる人材形成
個人の自己啓発努力を基本 とした教育方針
繊維 富士紡績
日清紡績
1998
1969
60年代?
?
事業場単位の自己啓発グループ活動
大卒職員教育で自己啓発の奨励
銀行 第一銀行
富士銀行
住友銀行
広島相互銀行
佐賀銀行
八十二銀行
伊豫銀行
近畿銀行
鹿児島銀行
福岡相互銀行
泉州銀行
北海道拓殖銀行
協和銀行
広島銀行
1958
1960
1998
1973
1971
1968
1971
1994
1980
1967
1972
1971
1996
1979
1939
1949
1949
1959
1961
1962
1962
1962
1962
1962
1965
1965
1966
1967
石井文庫(図書)
実務 ・法律の解説書作成、研究会
自己啓発を目的とした英語試験
自己啓発重視の教育計画。通信講座
行員の自己研鐙を重視した研修方針
自己啓発のための通信講座
通信講座の受講斡旋
簿記通信講座、国内留学
自己啓発のための読書指導、通信教育
読書案内作成
通信講座
通信講座
通信講座、管理者手帳(1968自己啓発手帳)
通信講座などの自己啓発を重視した指導体制
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3・3.銀行業における中堅社員の研修
以上に見てきた通 り、銀行業では中堅社員に対するOfHTと「自己啓発」が比較的早い段
階か ら行なわれてきた。この点をもう少 し詳 しく見てい く。
ここで中心的な役割を果た した団体の一つが、全国地方銀行協会である。全 国地方銀行協
会は戦前の昭和12年に講習会 を開催 したことに始 まり、銀行 を対象 とした研修事業を行なっ
て きた。集合研修の受講者 は1951年度か ら86年度までの36年間で75970名、通信講座の受講
者は62年度から86年度までの25年間で77810名にのぼる(全国地方銀行協会,1988)。しか しこ
れらの講座の受講者 は1回の講座で1社あた り2、3名程度に限定されてお り、該当する職務の
中堅行員すべてが受講す るわけではない。 したが って各銀行では受講者を何 らかの方法で選
んでいた。
最初 に開講 され、現在に至るまで最 も受講者数の多い 「銀行講座」を例に挙げる。「銀行
講座」は1951年の全国地方銀行協会の理事会で実施が決定 され、51年9月に開講 して以来、
1986年までに延べ19433名が受講 している。内容は三 ヶ月にわたる講義 と見学である。講義
は 「経済原論及び各論」「金融総論及び各論」 「経営及び会計」「時事問題」 などについて合
計236時間、特別講義が24時間行なわれた。
「銀行講座」は誰を対象 としていたか。実施要領の 「講習人員及資格」 には、以下の よう
に書かれている。
「100名乃至120名程度(1行より2名乃至3名)とす る。受講者は年齢満25歳程度より35歳程度
迄とし、学歴、職歴その他の資格は定めず、各銀行 に於て適宜選考 し、派遣するものとする。」
(全国地方銀行協会,1988,p226)
したがって 「銀行講座」 を受けるためには、銀行の中で受講者 として選ばれなければなら
なかった。これは後 に開講 された他の講座で も同様である。
集合研修は受講者が限 られることか ら、61年に通信講座が開設 された。通信講座のね らい
は 「受講者の収容 ・派遣能力 に限界がある集合研修 を補充 し、なるべ く多 くの地方銀行職員
に協会研修の受講機会を与えること、また、通信講座によって行内研修 との連携を図 り、職
員の 自己啓発意欲 の向上 を促す こ とが期待で きるという ものであ った(全国地方銀行協
会,1988,p380)」。集合研修の受講者 とならなかった従業員 にも受講機会を提供するものが通
信講座であった。同時に通信講座は 「自己啓発」 を促す ものとして位置づけられていた。前
節の表3で、銀行業における 「自己啓発」の記述が60年代、特 に62年に多 くに見 られること
を示 したが、これは全国地方銀行協会のような教育を提供する機関の動 きと対応 していたの
である。
3-4.企業内教育制度における選抜
さて、誰に対 して教育が行 われて きたのか という点に注 目すると、以下のことが明 らかに
なる。
OJTは職務 と不可分であるか ら、制度 として明文化 されていなくて も、職に就 く者全員が
受けていると言うことができる。職務の差がOJTの質の差 をもた らすことはあるが、 これに
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関してはここでは触 れない。一方、OffLJTは誰に対 して も行われているというわけではない。
体系化された制度 となる以前 から、Off-JTを受.ける機会 を与えられる従業員 は限定されてい
たのである(注6)。特に、中堅以上の社員に対す るOff-JTに注 目してい くことで、この点が一
層明 らかになる。
製造業の場合、.Off-JTが用意・されていたのは監督者や管理者 といった層 である。昇進 し、
一定の階層にたどり着いて初めて、教育 を受けることができるのである。そこまで昇進 して
いない中堅社員に対 しての教育は手薄で、体系化 された後 も対象は明確 にされていない。だ
が技能工の中堅社員であれば、必要 とされる技能はOJTでまかなうことができる。職務が大
きく変化する昇進時になって初めて、Off-JTが必要になると考えられよう。
銀行業の場合は、中堅社員を対象 とした職能別教育が行 われているが、実際 に企業外の講
座 に派遣 され、教育 を受けることができるのは、銀行の中で選ばれた数名である。同一職務
に就 く誰もが受けることがで きるものではない。 したがって銀行の内部では、何 らかの形で
受講者 を選抜 していることになる。では、選抜 されなかった社員はどうするのだろうか。同
一職務 に就いているのであれば、得 られなかった知識が必要のないものであったとは言えな
い。Off」JTは受け られないが、知識 を獲得 しなければならないという必要が生 じる。企業の
側か らも、OJTだけでは対応できない知識が必要であるが、Off-JTを誰にで も受けさせるこ
とはできない。その中で銀行業が取った策は、必要な知識 を得 られる書籍の紹介や、手引書
の作成、そ して通信講座の斡旋 と費用の援助 といった 「自己啓発援助制度」であったと考え
られる。
4.企業が 「自己啓発」を重視することの意味
4-1.銀行業以外の産業にお ける 「自己啓発援助制度」
3では 「自己啓発援助制度」が、OJTでは獲得できない知識 を、Off-JTを受けさせることの
で きない層に獲得 させ る過程で成立 してきたことを、銀行業の社史を通 じて明らかにした。
Off」JTを受けさせることのできない層 とは、選抜にもれた層 と言える。選抜されなかった層
に 「自己啓発」させ ることで、より安価 に必要な知識 を持つ人材 を得 ることがで きるのであ
る。
このことは、銀行業だけの問題 とは限らない。製造業で 「自己啓発援助制度」が導入され
に くかったのは、管理 ・監督職 に昇進す る前の従業員の中で技能工の占める割合が多 く(表
4)、技能工の場合 にはOJTによる技能の獲得がはか られるため、「自己啓発」 も、援助制度 も
必要でなかったと言 うことがで きる。 しかし産業構造の変化か ら、技能工の割合が減少 し、
ホワイ トカラー化が進んでいる。ホワイ トカラーの占める割合 は増えた ものの、それは管理
職が増加 したということではない。昇進前、あるいは一定の階梯にまで昇進 した段階の層が
増加 し、限られたポス トをどのように配分するのかが問題 となる。専 門職制度が 日本では
「昇進 レースか ら外れたキャリアの受け皿 になっている(今田 ・平田,1995)」と指摘 されてい
るが、専門職にとっての 「自己啓発」は、銀行 における中堅社員の 「自己啓発」 と類似 した
企業における 「自己啓発援助制度」の成立 11
表4職 業別就業者数構成比の推移(%〉
1970年 1980年 1990年
専門的 ・技術的職業従事者 6.6 8.7 11.6
管理的職業従事者 3.9 4!7 4.1
事務従事者 14.0 164 18.7
販売従事者 12。0 14.6 144
サービス職業従事者 61 6.9 7.2
保安職業従事者 蓋.2 L4 1.4
農林漁業従事者 19.2 10.8 7.0
運輸 ・通信従事者 4.5 4.3 3.8
技能工など* 32.4 32.1 31.3
分類不能の職業 0.0 0.1 0.5
*「技 能工 ・採掘 、製造 ・建設作 業及び労務 作業者」
「国勢調査 」 よ り作 成
面を持つ。第一に、 どちらもある程度の専門的な知識を必要 とし、 しかもそれ らの知識は企
業内教育だけでは対応 しきれないものである。第二に、 どちらも何 らかのOffJTを受 ける機
会を逸 した層であるが、昇進の機会が まった く失われて しまったわけではない。 したがって、
銀行業で 「自己啓発」が重要視されてきた過程 と、現在産業 を問わずに 「自己啓発」が重要
視 されている過程は、互いに似ているのである。
4-2.「自己啓発」 と能力主義
1992年の 「民間教育訓練実態調査」では、個人調査の中で、「自己啓発」を行 ったか どう
か、そしてその際に国や会杜から援助 を受けたか どうかを尋ねている。 これによると 「自己
啓発 を行った」従業員は平均で50.7%で、管理 ・監督職や専門 ・技術職 に多い。産業別に見
ると、金融 ・保険業、不動産業が多 くなっている。そ して 「自己啓発」 を行 った従業員 を
100%とした場合に平均で20.5%は援助を受けていない。つま り、援助 を受けて自己啓発 を行
ったのは全体の40%程度である。「自己啓発」を行 った時の問題点や、行わなかった理由で
は 「時間がない」が最 も多 く、60%程度になる。この設問で 「自己啓発の必要がない」 とい
う回答は5.1%と最も少な くなっている。 自己啓発 を行 なっていて 「必要ない」 と回答するこ
とはない と考えると、「自己啓発は行 いたいが、時間がなかった り金銭的な問題があった り
してで きない」層が40%以上を占めることがわかる。選抜にもれてOff」JTを受けることので
きなかった人は、自ら新 しい知識を獲得す る機会を用意されていても、実際に 「自己啓発」
で きるとは限らないのである。
平成七年版 「労働白書」では、企業内で従業員の自発的な意志による学習が重視される理
由について、 このように説明されている。
「急速な技術革新や企業 ・産業の高付加価値化などに伴い、高度な専 門能力や創造力をもっ
た人材が求められてお り、また、個人の実力重視の傾向が強まる中で、労働者の側か らも自
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己実現のための職業生活 に関する生涯設計への関心の高 まりがみられる。 こうした中で、企
業が行 う能力開発だけでは必ず しも十分対応 しきれなくなってお り、個人主導の能力開発 と
しての自己啓発の気運の盛 り上が りがみ られる。」(pl37)
つま り、個人の専門能力を高めるための人材開発 と、「実力重視」に基づいた労働者個人
の自己実現を果たすための生涯設計 という点で、企業内での教育では対応で きな くなってき
たので、「自己啓発」が重要視されるようになってきた、 という説明である。労働者は 「実
力重視」であるがゆえに企業間移動をも含めた個人の生涯設計 を立て、そのために個人の自
発的意志で能力開発 を目指すのである。
ここで登場する 「実力重視」 あるいは 「能力主義」 という説 明は、2の冒頭で紹介 した
「産業訓練ハ ンドブック」の ように、「自己啓発」 を重視する時によく出て くるものであ る。
そ して確 かに、「自己啓発」が能力を高める効果 を持っていることを示す研究がある。たと
えば島(1996)は、民間企業勤務者(男 子)を対象 として、自発的に行 なっている学習(自 己学
習)が賃金に対 して有意 に正の影響 を与えていることを明らかに した。 また、矢野ら(1990)は、
入社後のOf何Tや自発的なスクーリングが企業内昇進を左右する可能性 を示唆 している。
4-3.メリッ トとしての 「自己啓発」～課題にかえて
実力主義 と自発的意志の重視が結 びついて理解 されていることで、「自己啓発」で きるか
どうかとい うことが、Off-JTを受けられなかった層 に対する 「第二の選抜」 となっている可
能性がある。援助制度があるにもかかわらず 「自己啓発」で きない場合、賃金や昇進に影響
した として も、それは 「自発的な意志」に基づ く選択の結果 とされてしまうのかも知れない。
企業は 「自己啓発」 を 「実力主義」 と 「個人の自発的意志」の もとで重視する姿勢を取るこ
とにより、従業員の自発的意志に よって業績 として発揮す ることので きた実力、すなわち
「メリット=能力+努 力」を測定 しているのか も知れない。
「自己啓発」 と昇進、あるいは 「実力主義」 との関係は、ここでは示す ことがで きなかった。
しか し、企業内教育制度 に選抜の機能を見出 した時に、重要視 されている制度のこれまで と
は異なる側面を知ることがで きるとい う可能性を示すことはできた。今後 は制度とキャリア
の関係をより具体的に論 じて行 くことが必要 となろう。
注
(1)たとえば今野(1996)は、不透明な企業という場の トレンドと業務の高度化 ・専門化の中で 「そのため従業
員一人ひとりが自己の責任で、適性を把握 し、将来のキャリアの方向を考え、それに合わせて能力を開
発 していくことが大切になってきている。そうなると、おのずと従業員の自発性を重んじた自己啓発の
重要性が高まることになる(p7)」と述べる。
(2)MTP:ManagementTrai級ingPr。gram(管理 者 訓 練 計 画)。ア メ リ カ極 東 軍 で 、空 軍 基 地 で働 く日本 人 監 督
者 の た め に作 られ た 監 督 者 訓練 が前 身 とな っ て い る。TWIと 、 ア ンリ ・フ ェ ヨール の 「管 理 者 の5機 能 」
とを40時間 の コー ス に ま とめ た もの 。1ク ラス15名で 会 合 を もち、 管 理 の 基本 的 な考 え方 や 計 画 の立 て方 、
部 下 の 育 成 方法 な ど につ いて 学 ぶ 。
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昭和25年に日本に紹介されてから、監督者よりはむしろ、課長、係長といったミドル ・マネジメント
を対象としたコースとして広まっていった。普及の担い手とな.ったのは通産省や日経連で、昭和30年以
降は日本産業訓練協会が中心 となっている。
(3)丸善 の ホ ー ムペ ー ジ 「丸 善 イ ン ター ネ ッ トシ ョ ッ ピ ング 和 書 を さがす(http:〃www。㎜zen.cojpノ)」及 び
図 書 流通 セ ン ター(hItp=〃www.trc。◎ojp1賦c→apa!index.asp)の「新 刊 書 籍 検 索」 で 「自 己啓 発 」 をキ ー ワ ー ド
に検索 をか け た結 果 。 た だ し図 書 流 通 セ ン タ ーは1980年以 降 の新 刊 しか 検 索 で きな い。
(4)TWI:TrainingWithinIndusαyの略称。企業内訓練といった意味だが、一般名称ではなく、第二次大戦中
にアメリカで始められ、イギリスでも導入 されていた、監督者を対象とした特定め訓練方式をあらわす。
TWIは企業内での教育訓練を可能にするために、監督者に教育訓練をするためのノウハウを身に付けさ
せようとするもの、すなわち 「訓練のための訓練」とも言うべきプログラムである。大 きくわけてTWI
には、JI(Jobhls㎞cdon=仕事の教え方)とJM(JobMeth(x㎏=改善の仕方)、そしてJR(JobRelations=人の扱
い方)の3コー スがある。それぞれ10時間、1クラス10名程度で会議形式の実習を行なう。
昭和24年にGHQから手引書が提供され、翻訳 と解釈作業を経て、昭和20年代後半には大企業を中心に
普及 してい く。昭和28年度 には 「大企業の半数がTWIを実施 している状況になった(日本産業訓練協
会,1971)。
(5).JST:Ji均iinSupervisoryTraining(人事院監督者訓練)。事務部門の中堅幹部層から第一線監督者を対象と
して人事院によって昭和26年に作成された。もとは各省庁の監督者を対象としたものだったが、日本人
事管理協会により、民間を対象としたものも実施 されている。部下の扱い方や問題解決法、改善方法な
どを1クラス15名で討議を行なうことにより身につける。
(6)無論、新入社員教育のように全員 を対象 としたOff-JTも存在する。しかしこれも細かく見ていくと、大
卒男子新入社員のみを対象にしていたり、学歴や性別で内容を変えていたりすることが多い。社史でた
どってみると、製造業でも銀行業でも、女性に対 しては接遇訓練を中心とした女子対象の教育を実施 し
てきた。つまり女性は、Off-JTの受講者を選ぶための選抜の対象になっていない。OfFJTを受けることが
できるということが、選抜されたという指標の意味を持っているという可能性が、ここから見て取れる。
日本労働研究機構(1996)が指摘するように、全員に実施するOff-JTと選ばれた層に実施するOff-JTの
使い分けがなされている。この時、誰を選んでいるのかということが、ここで問題としていることであ
る。
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なお、資料として利用した社史は以下の通 りである。□は企業内教育制度に関する記述のあったもの、■は
なかったものを示す。
【輸送用機器製造業】
□愛三工業株式会社 「愛三工業35年史」1973
□曙ブレーキ工業株式会社 「半世紀の歩み」1979
□石川島播磨重工業株式会社 「石川島重工業株式会社108年史」1961
□石川島播磨重工業株式会社 「石川島播磨重工業社史」1992
□いす"自 動車株式会社 「いす"自 動車:50年史」1988
■今治造船株式会社「「今治造船史」1977
□浦賀船渠株式会社 「浦賀船渠六十年史」1967
□萱場工業株式会社 「"世界のカヤバ"への挑戦」1980
□川崎重工業株式会社 「夢を形に 川崎重工業株式会社百年史」1997
■川崎重工業株式会社 「車両とともに明日を拓 く 兵庫工場90年史」1997
□川崎重工業株式会社明石工場 「明石工場50年史」1990
■株式会社シマノ 「シマノ70年史」1991
□鈴木自動車工業株式会社 「50年史」1970、「70年史」1990
■東京石川島造船所株式会社 「東京石川島造船所五十年史」1930
□東洋工業株式会社 「東洋工業四十年史」1960、「東洋工業50年史 沿革編」1972
ロ トピー工業株式会社 「五十年史」1971
ロ トヨタ自動車株式会社 「創造限りな く トヨタ自動車50年史」1987
□株式会社名村造船所 「造船55年」
□日産自動車株式会社 「日産自動車30年のあゆみ」1963、「日産自動車社史」1973、「21世紀への道 日産 自
動車50年史」1983
□日本エヤーブレーキ株式会社 「三十年史」1955、「日本エヤーブレーキ50年の歩み 新たなる半世紀へ」
1976
□株式会社播磨造船所 「播磨50年史」1960
企業における 「自己啓発援助制度」の成立 15
□日立造船株式会社 「日立造船百年史」1985
□富士重工業株式会社 「富士重工業三十年史」1984
ロプレス工業株式会社 「プレス工業五十年史」1975
□三井造船株式会社 「三井造船株式会社75年史」1993
□三菱重工業株式会社 「三菱造船株式会社史」1967
□三菱重工業株式会社 「三菱日本重工業株式会社史」1967
□三菱重工業株式会社神戸造船所 「三菱神戸造船所七十五年史」198藍
□三菱重工業株式会社高砂製作所 「三菱重工高砂製作所二十五年史」1990
□三菱重工業株式会社 「新三菱重工業株式会社史」1967
□三菱重工業株式会社 「三菱重工業株式会社史」1956
□三菱重工業株式会社名古屋航空機製作所 「三菱重工名古屋航空機製作所二十五年史」1983
□三菱造船株式会社 「創業百年の長崎造船所」1967
【繊維 ・繊維製品製造業】
■市川毛織株式会社 「市川毛織20年史」1970
■株式会社川島織物 「『錬技抄』川島織物145年史」1988
■京都織物株式會社 「京都織物株式會社五十年史」1937
□倉敷紡績株式会社 「回顧六十五年」1953
■呉羽紡績株式会社 「呉羽紡績30年」1960
ログンゼ株式会社 「グンゼ100年史」1998
□酒伊繊維工業株式会社 「酒伊繊維30年の歩み」1964
□敷島紡績株式会社 「敷島紡績七十五年史」1968
ロセーレン株式会社 「セーレン百年史 新たな飛躍 ・新たな挑戦」1990
□第一紡績株式会社 「第一紡績三十年史」1980
■ダイニック株式会社 「ダイニック六〇年史」1980
口大日本紡績株式会社 「大 日本紡績株式会社五十年記要」1941
□大和紡績株式会社 「大和紡績30年史」1971
■高安株式会社 「三十年の歩み」1982
■株式会社蝶矢シャッ 「蝶矢シャッ八十八年史」1974
□帝人株式会社 「帝人のあゆみ」1968-1977
■東京帽子株式会社 「東京帽子八十年史」1978
□東洋クロス株式会社 「東洋クロス七十年史」1990
□東洋紡績株式会社 「百年史」1986
□東洋レーヨン株式会社 「東洋レーヨン35年の歩み」1962
□株式会社西川 「西川400年史」1966
□日清紡績株式会社 「日清紡績六十年史」1969
ロニチボー株式会社 「ニチボー75年史」1966
□日本毛織株式会社 「日本毛織百年史」1997
■日本蚕糸統制株式会社 「日本箆縣統制株式會社史」1949
□日本フエルト株式会社 「日本フエル ト50年史」1967
□富士紡績株式会社 「富士紡績百年史」1997
□丸興工業株式会社 「丸興三十五年史」1968
ロユニチカ株式会社 「ユニチカ百年史」1991
□横田株式会社 「糸に生きる～横田株式会社80年史」1982
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【銀行業】
□あさひ銀行 「協和銀行通史」1996
■阿波銀行 「阿波銀行七十年小史」1967
□池田銀行 「池田銀行10年史」1951
□伊豫銀行 「伊豫銀行史」1971
□大分銀行 「大分銀行70年史」1964
□鹿児島銀行 「鹿児島銀行百年史」1980
□北日本相互銀行 「北日本相互銀行二十年史」1972
□京都銀行 「京都銀行五十年史」1992
□近畿銀行(近畿相互銀行)「近畿相互銀行20年史」1963、「近畿銀行五十年史」1994
□佐賀銀行 「佐賀銀行史」1971
□三和銀行 「三和銀行史」1954、「三和銀行の歴史」1974
□滋賀銀行 「滋賀銀行二十年史」1954
■七十七銀行 「七十七年史」1954
□住友銀行 「住友銀行百年史」1998
□泉州銀行 「泉州銀行20年史」1972
□第一銀行 「第一銀行史」1958
□第四銀行 「第四銀行百年史」1974
□大和銀行 「大和銀行七十年史」1988
■台湾銀行 「台湾銀行史」1964
■高松相互銀行 「高松相互銀行史」1973
□南都銀行 「南都銀行五十年史」1985
□東海銀行 「東海銀行史j1961
□東洋信託銀行 「東洋信託銀行10年史」1971
□西日本相互銀行 「西日本相互銀行二十年史」1965
□日本勧業銀行 「日本勧業銀行七十年史」1967
■日本興業銀行 「日本興業銀行五十年史」1957
■日本長期信用銀行 「日本長期信用銀行十年史」1962
■日本不動産銀行 「日本不動産銀行十年史」1967
□八十二銀行 「八十二銀行史」1968
□肥後銀行 「肥後銀行50年史」1977
□兵庫銀行 「記録 兵庫相互銀行の時代」1989
□廣島銀行 「創業百年史」1979
□広島相互銀行 「広島相互銀行史」1973
■福井銀行 「福井銀行六十年史」1965
口福岡相互銀行 「福岡相互銀行40年史」1967
□福徳相互銀行 「福徳相互銀行十年史」1951
□富士銀行 「富士銀行八十年史」1960、「富士銀行の百年」1980
□北海道拓殖銀行 「北海道拓殖銀行史」1971
□北陸銀行 「北陸銀行20年史」1964
■三井銀行 「三井銀行八十年史」1957、「三井銀行100年のあゆみ」1976
□三井信託銀行 「五十年史」1974、「三井信託銀行六〇年のあゆみ」1984
■三菱銀行 「三菱銀行史」1954
■横濱正金銀行 「横濱正金銀行史」1920
■琉球銀行 「琉球銀行十年史」1962
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Supportto"SelfLDevelopment"inFirms
Ta匙oMASUDA
Manyfimsattachimportanceto"self」development",andsupport"self-development"by
employees.Untilaboutthe1960s,f㎞sconsideredthatmanagersandbankclerkshadtodo"selL
development".Butnow,"selFdevelopment"iscons孟deredveryimportantfbrallsortsofemploy-
ee.
Theoriginalmeanhlgoftheword,"self」development"haslessrelationtofirms,occupation,or
vocationaldevelopment.Wky㎞nsneedtheconceptof"selFdevelopment"?
This脚erdiscussesprocessofinstitutionahzationo笛㎜s'jobtrainingin血emanu飴ctu血g
industlyandinbanking,andcomparetheirprocess.Bankconsidered"selrdevelopment"imporIant
earlierthanmanufacture.And,inmanufac加re,of卜thejobtra㎞ingwasprovidedmainlyfbrmanagers,
while㎞b油g,鉛ryoungeremployees.Butinb㎝ ㎞g,notallemployeesreceiveo舳ejobtrain-
ing.Employeeswhocanreceivetrainingareselectedbyfim}s.Inmanufacture,employeeswho
receiveoffLthejobtrainingarepeoplewhohavebeenplomotedmanager.
Thisfactshowsthatemployeeswhocannotreceiveoff-the-jobtraininginbanking(whoarenot
selected),needtodo"sel5development".Iftheydon't,itisdifficulttodeveloptheiroccupational
ability.Thus,bankshavesupported"self-development"earlier.
Nowadaysmanyindustriescometosupport"sel群development".Itiscausedbyincreaseof
white-collarworkersln(eban㎞gf㎞s.
